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１．はじめに

２．わが国の景気の現状

３．リーマン・ショック以前の日本の景気回復メカニズム３．リ マン ショック以前の日本の景気回復メカ ズム

４．世界経済

── 世界経済の現状と当面の見通し

── 信用バブル崩壊が世界経済に及ぼした影響信用バブル崩壊が世界経済に及ぼした影響

── 欧州債務問題の現状と課題

５．成長力の問題

── 日本の成長力日本の成長力

── 日本の成長力を高めるための方策

６．デフレの問題

７ 円高の問題７．円高の問題

── 為替レートの動向とその背景

── 為替レートの変動の影響と対応

８ 財政の持続可能性８．財政の持続可能性

９．日本銀行の金融政策運営

── 強力な金融緩和の推進

緩和的な金融環境とそれを活かすための施策
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── 緩和的な金融環境とそれを活かすための施策
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世界ＧＤＰ
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米国・ユーロエリアの実質ＧＤＰの推移：日本との比較

図表２

米国・ユーロエリアの実質ＧＤＰの推移：日本との比較
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日本の成長率と業況判断

図表３
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（注）1. シャドーは、景気後退局面。
2. 業況判断は短観ベース、対象は全規模。
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円の実効為替レート

図表５
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（注）1. 名目実効為替レートとは、複数の名目為替レートを貿易ウエイトで加重平均することにより、各国通貨の総合的な価値を計測したもの。
2. 実質実効為替レートとは、各々の名目為替レートについて二国間の物価上昇率の違いを調整したうえで（実質為替レートを算出）、

複数の実質為替レートを貿易ウエイトで加重平均することにより、一国の総合的な対外競争力を計測したもの。
（資料）ＢＩＳ
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為替レートと実質輸出

図表６
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先進国のＧＤＰ
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日本・中国のＧＤＰ
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日本・中国の人口動態

図表９
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都市圏への人口移動と生産年齢人口

図表10

都市圏への人口移動と生産年齢人口
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世界ＧＤＰウエイト

図表11
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（注）1. 市場の対ドル名目為替レートで換算。
2. ユーロ圏は現行の17か国ベース。
3. NIEs・ASEAN4は、韓国、台湾、香港、シンガポール、タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピン。
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日本の実質ＧＤＰ成長率

図表12
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日本の実質ＧＤＰ成長率の寄与度分解

図表13

日本の実質ＧＤＰ成長率の寄与度分解
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「生活意識に関するアンケート調査」における物価に関する回答

図表14
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各国通貨の名目実効為替レート

図表15

各国通貨の名目実効為替レート
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（注）名目実効為替レートとは、複数の名目為替レートを貿易ウエイトで加重平均することにより、各国通貨の総合的な価値を計測したもの。
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外国為替取引と貿易取引の規模

図表16
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スイスと日本の為替レートと輸出額の推移

図表17
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（資料）内閣府、Eurostat、Bloomberg、ＢＩＳ
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日本の代表的な輸出商品の国際競争力係数

図表18
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日本の国債利回りと国債利払費

図表19

日本の国債利回りと国債利払費
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日本の歳入、歳出と物価上昇率、実質成長率

図表20
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資産買入等の基金

図表21

資産買入等の基金
資産買入等の基金の枠と積み上げ実績 資産買入等の基金の内訳

80
（兆円）

 導入時の枠 
現在の枠

累積 

70 12/2月
65兆円

（12年末）

12/7月

短期国債・ＣＰの

入札下限金利撤廃

12/4月
70兆円

（13/6月末）
13/6月

70兆円

 
（10年 10 月） 

現在の枠
増減幅 

（積み上げ完了の目途） (11 年 12 月末) (13 年 6月末)  

 （Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） 

総額 35 70 ＋35

60

11/8月
50兆円

11/10月
55兆円

（12年末）

（ 年末）

12年末

65兆円

総額   35 
兆円程度

  70 
兆円程度 

＋35 
兆円程度

資産の買入れ 5.0 45.0 ＋40.0 

長期国債 1 5 29 0 ＋27 5

50

11/3月
40兆円

（12/6月末）

50兆円
（12年末）

10/10月

長期国債 1.5 29.0 ＋27.5 

国庫短期証券 2.0 9.5 ＋7.5 

ＣＰ等 0.5 2.1 ＋1.6 

30

40
強力な金融緩和
を間断なく推進

（12/6月末）10/10月
＜導入時＞
35兆円

（11年末）

 

社債等 0.5 2.9 ＋2.4 

ＥＴＦ 0.45 1.6 ＋1.15 

Ｊ－ＲＥＩＴ 0 05 0 12 ＋0 07

20

30

10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6

基金の枠

基金の積み上げ実績 予定

Ｊ ＲＥＩＴ 0.05 0.12 ＋0.07 

固定金利オペ 30.0 25.0 －5.0 

期間３か月 20.0 ― ― 

22
（注）（ ）は積上げ完了の目途。
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日本の企業の金融環境

図表22

日本の企業の金融環境

国内銀行の貸出約定平均金利 ＲＯＡと支払金利
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（注） 貸出約定平均金利は、新規実行分。後方６か月移動平均値。
（資料）日本銀行、財務省

年



成長基盤強化を支援するための資金供給(総額：5兆5000億円)

図表23

成長基盤強化を支援するための資金供給(総額：5兆5000億円)
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（資料）日本銀行

31日時点の
貸付残高

3兆1,314億円 1,069億円 30億円

金融機関の信用格付け

図表24

金融機関の信用格付け
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（注）1. 格付けは、Moody'sの長期発行体格付け。
2. （）は、直近の格付け。

（資料）Moody’s


